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平成３１年度年頭所感

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸東部青果卸売協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　後藤博行

新年明けましておめでとうございます。年頭にあたり謹んで新春のお喜びを申し上げますと共に、平素のご厚情に対し心から厚くお礼申し上げます。
皆様がご存知のとおり、わが国の経済は、２０１８年を振り返ると輸出や生産活動は豪雨等の影響もありましたが、個人消費や設備投資はゆるやかに回復しています。経済の活動水準は、潜在生産量を上回って推移しましたが、対照的に消費者物価の伸びは依然として低迷している。こうした価格動向の違いの背景には、家計での日常品を中心とした節約志向が依然として続いており、みずほ総合研究所で考案した、節約志向指数は、天候不順に伴う生鮮野菜の価格高騰などを受けて、２０１７年の秋以降上昇しておりやっと収まりつつあります。
世界経済は、米国の企業景況感は高水準を維持しておりますが、米中貿易摩擦・米国金利上昇による国際金融市場の動揺や中東等の地政学リスクなどがあり、トランプ政権による貿易戦争リスクは引き続き注視しなければならない状況にあります。
さて、青果流通業界におきましては、原材料費・運賃・人件費の上昇や人手不足の問題等多くありますが、依然として、国産青果物の卸売市場経由率については８割を大きく上回ります。昨年１０月豊洲市場が開場し、同じく卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律が制定されました。来年の６月に向けて、開設者を中心に協議を行い、全国青果卸売協同組合連合会・近郊近隣の中央卸売市場と連携しながら条例を策定していかなければなりません。また、一昨年７月には、開設者の尽力により新冷蔵庫・新加工場が完成し、全天候型の低温物流体系が稼働いたしましたが、組合員からの引き合いが多く稼働率は100％となっております。今後とも当市場のコールドチェーンシステムを最大限活用しながら進めていくことが重要であります。
ご承知の通り、４月には天皇陛下が退位することにより平成が終了し、５月には皇太子が即位するとともに新たな元号を迎えます。そうした中、１０月からは消費税の軽減税率制度が実施されます。１１月には当市場は開場５０周年をむかえます。
弊組合と致しましては、組合員が協力して組合の機能を発揮しながら、本来の中央卸売市場の役割と機能を重視して邁進していく所存です。また、今後も組合員・関係者の皆様方の安全・安心であり続けたいと思っています。最後になりましたが、皆様方の益々のご健勝とご繁栄を祈念し新年の挨拶とさせていただきます。
